
ＥＭ-ＬＴＥ特約 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 ＥＭ-ＬＴＥ特約（以下「本特約」といいます。）は、ソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」

といいます。）がＭＮＯとして提供するＥＭ-ＬＴＥアクセス回線（以下「ＥＭ-ＬＴＥ回線」といいます。）

を借り受け提供するエディオンネットの接続サービスプラン（以下「本プラン」といいます。）の利用につ

いて定めるものです。 

２ 本特約がエディオンネット契約約款と異なる定めをしているときは、本プランの提供に関する場合に限り、

本特約の規定が優先します。 

 

（本プランの利用） 

第２条 本プランは、無線基地局設備を経由してインターネットへの接続が可能となるものです。 

 

（本特約の適用対象者） 

第３条 本特約の適用対象者は、エディオンネットにて提供される本プランの契約者（以下「本プラン契約者」

といいます。）となります。 

 

（本特約の変更） 

第４条 当社は、以下の場合に、当社の裁量により本特約を変更できるものとします。この場合には、料金そ

の他の提供条件は、変更後の特約に基づきます。 

 （１）本特約の変更が、契約者の一般の利益に適合するとき 

 （２）本特約の変更が、契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、その他の

変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき 

２ 当社は、前項第２号による本特約の変更にあたり、変更後の本特約の効力発生日までに、本特約を変更す

る旨および変更後の特約の内容とその効力発生日を、事前に相応の期間をもって当社のホームページ

（https://www.enjoy.jp/）、店舗配布物、掲示などで通知します。 

 

（用語の定義） 

第５条 本特約で使用する用語の意味は、次のとおりです。 

用語 用語の意味 

ＭＮＯ 無線局の免許を受け、電気通信回線設備を自ら保有する移動体電気通信事業者 

ＥＭ-ＬＴＥ回線 ＬＴＥ（ＦＤＤ-ＬＴＥ方式）およびＷ-ＣＤＭＡにより高速無線データ通信を

行なう回線 

無線基地局設備 無線機器との間で電波を送り、または受けるためのソフトバンクが自ら保有す

る電気通信設備 

ＥＭ Ｃｈｉｐ 認証情報その他の情報を記憶することができるＥＭモバイル通信機器の装着

するチップセットであって、当社が本サービス提供を行うために本プラン契約

者に貸与するもの 

ＥＭ-ＬＴＥモバイル

通信機器 

ＥＭ Ｃｈｉｐを装着して無線基地局設備と通信する機能を有する無線機器 

認証情報 本プランの提供に際して本プラン契約者を識別するための情報であって、ＥＭ

モバイル通信機器の認証に使用するもの 

無線事業 事業法施行規則に定める公衆無線ＬＡＮアクセスサービス、携帯電話またはＰ

ＨＳに係る電気通信事業 



 

（無線事業での利用の禁止） 

第６条 本プラン契約者は、本特約により提供を受けるＥＭ-ＬＴＥ回線について、自ら又は他の電気通信事

業者が行う無線事業の用に供してはならないものとします。 

２ 当社は前項の規定に違反するおそれがあると判断した場合は、本プランに係る利用契約を承諾しない場合

があります。 

 

（通信の条件） 

第７条 当社は、本プランを利用できる区域について、当社の指定するホームページに掲示するものとします。

ただし、その区域内にあっても、屋内・地下・トンネル・ビルの陰・山間部・海上等の電波の伝わりにくい

ところでは、通信を行なうことができない場合があります。 

２ 本プランに係る通信は、当社が別に定める通信プロトコルに準拠するものとします。ただし、その通信プ

ロトコルに係る伝送速度を保証するものではありません。 

３ 本プランに係る伝送速度は、通信状況または通信環境その他の要因により変動します。 

４ 当社はＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器において、一定時間内に基準値を超える大量の符号を送受信しよう

としたときは、その伝送速度を一時的に制限し、またはその超過した符号の全部もしくは一部を破棄します。 

５ 本プランを利用して送受信された情報等は、電波状況等により破損または滅失することがあります。この

場合において、当社は一切の責任を負わないものとします。 

６ 当社は、ソフトバンクがＥＭ-ＬＴＥ回線のサービス仕様を変更したときは、本プランの仕様を変更する

ことがあります。ただし、当該仕様変更が本特約の変更に該当する場合は、第４条に定める変更手続きによ

るものとします。 

 

第２章 ＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器の利用等 

 

（認証情報等の登録） 

第８条 当社は、本プラン契約者がＥＭ-ＬＴＥ回線にＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器（ソフトバンクに付与さ

れた無線局の免許により運用できるものおよび本プランのＥＭ-ＬＴＥ回線に接続できるものに限ります。

以下この条において同じとします。）を接続しようとするときは、ＥＭ Ｃｈｉｐに当社が定める認証情報

等を登録します。 

２ 当社は、次のＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器について、前項の登録を拒むことができるものとします。 

（１）その接続が端末設備等規則（昭和 60年郵政省令第 31号。以下｢技術基準等｣といいます。）に適合し

ないもの 

（２） その接続が電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号）第 31条に定める場合に該当する

もの 

（３）その接続により本プランに使用する電気通信回線設備の保持が経営上困難となることについて、総務

大臣の認定を受けたもの 

（４）１つの利用契約について認証情報等の登録の数が同時に２つ以上となるとき。  

 

（認証情報等の登録の廃止） 

第９条 当社は、本プラン契約者から請求があった場合のほか、次のいずれかに該当するときは、その認証情

報等の登録を廃止します。 

 （１）エディオンネットの利用契約の解除があったとき 

 （２）その他当社が必要と判断したとき 

 

（認証情報等の変更等） 

第 10条 当社は、当社が必要と認める場合において、認証情報等の変更または消去（以下「認証情報等の変

更等」といいます。）を行ないます。ただし、当社の業務上または技術上の都合等により認証情報等の変更

等を行なうことができない場合は、その認証情報等の変更等は行ないません。 



 

（ＥＭモバイル通信機器に異常がある場合等の検査） 

第 11条 当社は、ＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器に異常がある場合、その他電気通信サービスの円滑な提供に

支障がある場合において必要があると当社が判断したときは、本プラン契約者に、そのＥＭ-ＬＴＥモバイ

ル通信機器の接続が技術基準に適合するかどうかの検査を受けることを求めることがあります。この場合、

本プラン契約者は、正当な理由がある場合を除き、検査を受けることを承諾していただきます。 

２ 検査に従事する者は、前項の検査を行う場合、所定の証明書を提示します。 

３ 当社は、第 1項の検査を行なった結果、ＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器が技術基準等に適合していると認

められない場合は、認証情報等の登録を廃止します。 

 

（ＥＭモバイル通信機器の電波発射の停止命令があった場合の取扱い） 

第 12条 本プラン契約者は、ＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器について、電波法（昭和 25年法律第 131号）の

規定に基づき、ソフトバンクが総務大臣から臨時に電波発射の停止を命ぜられたときは、そのＥＭ-ＬＴＥ

モバイル通信機器の使用を停止して、無線設備規則（昭和 25年電波監理委員会規則第 18 号）に適合する

ように修理等を行なっていただきます。 

２ ソフトバンクが前項の修理が完了したときは、電波法の規定に基づく検査等を受けるものとし、本プラン

契約者には、正当な理由がある場合を除き、そのことを承諾していただきます。 

３ 当社は、前項の検査等の結果、ＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器が技術基準等に適合していると認められな

い場合は、認証情報等の登録を廃止します。 

 

（ＥＭモバイル通信機器の電波法に基づく検査） 

第 13条 前条に規定する検査のほか、ＥＭ-ＬＴＥモバイル通信機器の電波法に基づく検査を受ける場合の取

扱いについては、前条第２項および第３項の規定に準ずるものとします。 

 

第３章 ＥＭ Ｃｈｉｐの貸与等 

 

（ＥＭ Ｃｈｉｐの貸与） 

第 14条 当社は、本プラン契約者に対しＥＭ Ｃｈｉｐを貸与します。貸与するＥＭ Ｃｈｉｐの数は１つの

利用契約につき１個とします。 

 

（ＥＭ Ｃｈｉｐの返還） 

第 15条 本プラン契約者は、次のいずれかに該当する場合当社の指定する方法によりＥＭ Ｃｈｉｐを当社に

すみやかに返還するものとします。 

（１）本プラン利用契約の解除があったとき  

（２）その他、ＥＭ Ｃｈｉｐの利用を行わなくなった場合  

２ 本プラン契約者は、前項の規定による他、第 10条（認証情報等の変更等）の規定により認証情報等の変

更を行った場合、変更前の認証情報等が登録されているＥＭ Ｃｈｉｐを当社にすみやかに返還するものとし

ます。 

 

（ＥＭ Ｃｈｉｐの管理責任） 

第 16条 本プラン契約者は、ＥＭ Ｃｈｉｐを善良な管理者の注意をもって管理するものとします。 

２ 本プラン契約者は、ＥＭ Ｃｈｉｐが盗難にあった場合、紛失した場合または毀損した場合には、すみや

かに当社に届け出るものとします。 

３ 当社は、ＥＭ Ｃｈｉｐの盗難、紛失または毀損に起因して本プラン契約者または第三者に生じた損害等

について一切の責任を負わないものとします。 

 

附則 

（実施期日）  



本特約は、2012年 8月 8日から実施します。 

附則 

（実施期日） 

本特約は、2014年 7月 27日から実施します。 

附則 

（実施期日） 

本特約は、2015年 4月 1日から実施します。 

附則 

（実施期日） 

本特約は、2020年 4月 1日から実施します。 

（サービス終了） 

当社は、2024 年 1 月下旬において、現行の規定により提供しているＥＭ-ＬＴＥ回線のうちＷ-ＣＤＭＡによ

る通信の提供を終了することとします。 


